
　

本
市
で
は
、
第
９
次
総
合
計
画
に
掲
げ
て
い
る
「
人
・
も
の
・
情

報
が
往
き
か
い
、
に
ぎ
わ
う
ま
ち
づ
く
り
」
を
め
ざ
す
た
め
、
平
成

22
年
６
月
に
「
雇
用
創
造
戦
力
方
針
」
を
策
定
。
地
元
企
業
・
事
業

者
の
支
援
や
成
長
産
業
の
振
興
な
ど
産
業
全
般
の
底
上
げ
を
図
る
こ

と
を
定
め
、
新
た
な
雇
用
の
創
出
に
向
け
た
取
り
組
み
な
ど
を
推
進

し
て
い
ま
す
。

深
刻
な
経
済
・
雇
用
情
勢

の
中

　

国
内
で
は
、
依
然
厳
し
い
経

済
・
雇
用
情
勢
が
続
く
中
、
昨

年
は
東
日
本
大
震
災
を
は
じ
め

と
す
る
多
く
の
自
然
災
害
な
ど

様
々
な
苦
難
に
見
舞
わ
れ
た
年

で
し
た
。

　

そ
の
よ
う
な
中
、
本
市
に
お

い
て
は
、
市
内
大
手
企
業
で
あ

る
エ
プ
ソ
ン
イ
メ
ー
ジ
ン
グ
デ

バ
イ
ス
の
液
晶
事
業
か
ら
の
撤

退
や
、
三
洋
電
機
コ
ン
シ
ュ
ー

マ
・
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
の
事

業
再
編
な
ど
に
伴
う
多
く
の
離

職
者
が
発
生
し
、
多
く
の
関
連

企
業
が
影
響
を
う
け
、
本
市
の

経
済
・
雇
用
情
勢
は
深
刻
な
状

況
に
あ
る
と
言
え
ま
す
。

雇
用
の
創
出
に

全
力
で

取
り
組
み
ま
す

問
い
合
わ
せ
先

第
二
庁
舎
雇
用
創
造
推
進
室　
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　 私 た ち(株)LASSICは、”「 ら し
く」の実現をサポートする”ために
2006年12月に鳥取の地に誕生し
ました。個人・企業・地域が抱え
る悩みや問題を人事やITからアプ
ローチし、「らしく」いられるよう
活性化することで、ビジネス成果
をもたらすことを使命に取り組ん
でいます。
　鳥取には、まち全体に「互助」の精神が受け継がれて
いて、これは、都会にはないもの。一方で、日本は市
場経済が成熟し、人口減少、超高齢化の時代に直面し
ています。こういった時代にこそ、鳥取の「互助」の精
神から生まれるビジネスが必要とされるのではないで
しょうか。
　今年度鳥取市が設けている「新規分野進出支援補助
金」などを活
用し、弊社も
積極的に採用
活動を展開し
ます。そして、
個 人・ 企 業・
地域をサポー
トする体制の
充実を図って
まいります。

（株）L
ラ シ ッ ク

ASSIC 代表取締役社長 若
わか

山
やま

幸
こう

司
じ

 さん

本社オフイス

　

こ
の
よ
う
な
厳
し
い
状
況
を

打
開
す
る
た
め
に
は
、
人
材
や

技
術
力
を
地
元
に
定
着
さ
せ
て

地
域
産
業
の
再
構
築
を
図
る
こ

と
が
重
要
で
す
。

　

そ
の
た
め
に
、
一
昨
年
策
定

し
た
「
雇
用
創
造
戦
略
方
針
」

を
強
力
に
推
進
し
、
地
元
企
業

の
振
興
や
新
た
な
企
業
の
誘
致

を
基
本
と
し
な
が
ら
、
環
境
・

エ
ネ
ル
ギ
ー
分
野
な
ど
の
成
長

分
野
に
お
け
る
雇
用
創
造
や
起

業
化
の
促
進
、
求
職
者
と
企
業

の
マ
ッ
チ
ン
グ
強
化
な
ど
に
取

り
組
み
ま
す
。

本
市
の
優
位
性
を
ア
ピ
ー

ル
し
企
業
を
誘
致

　

本
市
の
企
業
誘
致
は
、
①
鳥

取
自
動
車
道
の
開
通
に
よ
る
利

便
性
の
向
上
、
②
電
子
・
電
気
・

機
械
な
ど
の
分
野
を
中
心
に
高

い
技
術
力
を
も
っ
た
企
業
の
集

積
、
③
鳥
取
大
学
や
鳥
取
環
境

大
学
、
鳥
取
県
産
業
技
術
セ
ン

タ
ー
な
ど
の
充
実
し
た
学
術
研

究
基
盤
、
④
自
然
災
害
が
少
な

く
自
然
豊
か
で
働
き
や
す
い
環
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Voice
鳥取を新産業創造の聖地に！

図 1

特
　
集

企業誘致の数
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地域経済変動対策資金利子補助金
　市内企業が、平成 23 年 10 月 31 日〜平成 24 年 3
月 31 日までの間に、「鳥取県地域経済変動対策資金」
から三洋電機ＣＥなどに係る融資を受けた場合、その
利子相当額を補助します。

新規分野進出支援補助金
　市内企業が、大規模事業縮小企業などから離職した求職
者を複数人雇用し、本市「雇用創造戦略方針」に掲げる新
規産業に進出する場合、その経費の一部を補助します。
　ただし、企業、求職者とも上記のデータベースに事
前登録が必要です。

企業立地促進補助金
　市内企業が、大規模事業縮小企業などから離職した
求職者の雇用のため事業を拡張する場合、本市「企業
立地促進補助金」の要件を緩和します。
　ただし、企業、求職者とも上記のデータベースに事
前登録が必要です。

求人・求職データベース雇用促進奨励金
　市内企業が、三洋電機ＣＥなどの事業再編などによ
り離職した求職者を正規雇用する場合、雇用開始から
6カ月経過後に奨励金を1人当たり20万円交付します。
　ただし、企業、求職者とも上記のデータベースに事
前登録が必要です。

新規創業支援補助金
　大規模事業縮小企業などから離職した求職者が主と
なり、新たな事業を創業する場合、その経費の一部を
補助します。
　上限 250 万円で、本年度募集件数は 2 件です。
　県補助金に上乗せし交付します。

本市のデータベースに
ぜひ求人・求職の登録をお願いします。

各種補助金などをご利用ください。

　これまで、電動バイクの製造組
立を中国のメーカーに委託し、輸
入販売をしてきましたが、高品質
かつ安全な製品を提供するために、
国内（鳥取市）での製造を決めまし
た。
　鳥取市は、全国の中でも「企業誘
致・次世代自動車関連企業の振興」、

そして「スマートグリッドタウン構想」に精力的に取り
組まれており、大きく賛同できるものです。しかし、
大きな設備を導入する企業にとっては、これまでの規
制が阻害となり、円滑に進まないこともあると思いま
すので、あらゆる角度から受入体制を整備され、企業
が進出しやすい環境を構築されることを望みます。
　また、市民のみなさまには、鳥取製の電動バイク「デ
ンバ」を身近な乗り物として体感していただき、みな

さ ま の ご 意
見・ご感想を
もとに、新た
な鳥取ブラン
ドとして、鳥
取 発「made 
in ニッポン」
の電動バイク
を作り上げて
いきたいと考
えています。

デンバジャパン（株） 海外対策室長 河
かわ

野
の

雅
まさ

人
と

 さん

調印式で関係者が試乗

企
業

求
職
者

求人登録 求職相談

ハロー
ワーク
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人材紹介 職業紹介

鳥
取
市
無
料

職
業
紹
介
所

境
、
⑤
鳥
取
市
企
業
立
地
促
進
補

助
金
や
企
業
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た

貸
工
場
方
式
の
提
案
な
ど
の
充
実

し
た
支
援
制
度
な
ど
、
本
市
の
優

位
性
を
セ
ー
ル
ス

ポ
イ
ン
ト
に
誘
致

活
動
を
展
開
し
て

い
ま
す
。

　

本
年
度
（
平
成

24
年
２
月
15
日
現

在
）
に
誘
致
し
た

企
業
は
８
社
で
、

新
た
に
約
２
５
０

人
の
雇
用
の
創
出

が
見
込
ま
れ
て
い

Voice
電動バイクの新たなブランドを鳥取発で！

ま
す
（
図
１
）。
こ
れ
に
よ
り
、

本
市
の
企
業
誘
致
の
数
は
、
過

去
４
年
の
累
計
で
県
全
体
の
約

７
割
を
占
め
て
い
ま
す
（
図
２
）。

　

今
後
さ
ら
に
、

産
業
界
、
学
術
支

援
機
関
、
金
融
機

関
な
ど
と
の
情
報

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を

強
化
し
、
関
西
事

務
所
や
鳥
取
県
な

ど
と
緊
密
に
連
携

し
て
、
積
極
的
な

誘
致
活
動
を
展
開

し
て
い
き
ま
す
。

町村
境港市

倉吉市

米子市 鳥取市

1件
（4％）

2件
（7％）

3件
（11％）

18 件
（67％）

3件
（11％）

県内市町村の企業誘致件数
（20 〜 23 年度累計）

図 2
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